
第２章 地域福祉の現状と課題

１ 札幌市における地域福祉を取り巻く現状

� 札幌市の人口構成
札幌市の高齢化率は、平成２３年４月現在 ２０．４％に達し、超高齢社会の基準となる高
齢化率２１％を目前にしています。また、各年代の男女比率に着目すると、年齢増加に比
例して女性の方が占める割合が大きくなっています。
一方で、年少人口と言われる０～１４歳の人口が、総人口の１２％を下回り、札幌市にお
いても少子高齢化が年々進行していることが分かります。

年 齢 構 成 人口（人） 割合（％） 男性（人） 女性（人）

総 数 １，８９７，３３３ １００．０ ８９２，６１７ １，００４，７１６

０～１４歳 ２２６，２７２ １１．９ １１５，２２５ １１１，０４７

１５～６４歳 １，２８２，２８８ ６７．５ ６１６，１３５ ６６６，１５３

６５歳以上 ３８８，７７３ ２０．４ １６１，２５７ ２２７，５１６

前期高齢者（６５歳～７４歳） ２０４，２２０ １０．７ ９１，９６６ １１２，２５４

後期高齢者（７５歳以上） １８４，５５３ ９．７ ６９，２９１ １１５，２６２

〈資料〉住民基本台帳（平成２３年４月日現在）

� 各区別の人口と高齢者数
札幌市内の区別人口は、北区、東区、中央区の順で多く、６５歳以上の高齢者の割合
は、南区が最も高く、最も低い中央区と約６．６％の差があります。人口増加率（５年前
との比較）では、中央区の増加率（１２．７％）が最も高く、南区、厚別区は人口が減少し
ています。

区
人 口
（人）

高齢者数
（人）

高齢化率
（％）

区
人 口
（人）

高齢者数
（人）

高齢化率
（％）

中央区 ２１２，６６６ ３９，９４１ １８．８ 豊平区 ２１１，１６４ ４２，７８２ ２０．３

北 区 ２７５，３６０ ５６，１９６ ２０．４ 清田区 １１５，２２２ ２２，０３７ １９．１

東 区 ２５３，０８７ ４９，７０１ １９．６ 南 区 １４４，９３４ ３６，８４４ ２５．４

白石区 ２０４，９０７ ３８，９８０ １９．０ 西 区 ２１０，４５５ ４４，８５０ ２１．３

厚別区 １２９，４９０ ２７，９７４ ２１．６ 手稲区 １４０，０４８ ２９，４６８ ２１．０

全 市 １，８９７，３３３ ３８８，７７３ ２０．５

〈資料〉住民基本台帳（平成２３年４月１日現在）
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� 各地区別年少人口及び高齢化率
各区及び各地区別の年少人口は、賃貸マンションやアパートなどが集中し、単身生活
者が多いと考えられる中心部より、戸建てが比較的多い地域の割合が高いという傾向に
あります。

区 まちづくり
セ ン タ ー 人口（人） 高齢者の割合（％）

年少人口の
割合（％）

中

央

区

大 通 公 園 ７，２０１ １９．５ ４．７
東 北 ５，０６６ １４．１ ７．０
苗 穂 ４，４５３ １７．４ １２．４
東 ７，９３６ １６．１ ６．１

豊 水 ６，３１１ １９．２ ４．９
西 創 成 ７，０４０ １７．９ ５．８
曙 １２，８９２ １９．５ ８．０

山 鼻 ３４，５２５ ２０．３ １２．５
幌 西 ２２，３７７ １８．９ １３．９
西 １６，０４６ １７．２ ７．１

南 円 山 １５，０３３ ２１．２ １３．１
円 山 ２６，５８８ １７．１ １１．６
桑 園 ２４，２５４ １７．４ １０．８
宮 の 森 ２２，９４４ ２１．０ １３．４

北

区

鉄 西 ５，５３５ １５．３ ８．３
幌 北 １８，１２８ １５．６ ６．５
北 ２７，９７２ ２０．７ ９．７

新 川 ２７，９７５ ２０．４ １４．１
新 琴 似 ４０，２２０ ２４．６ １１．９
新 琴 似 西 １８，０１６ ２４．８ １２．０
屯 田 ３６，６４３ １８．９ １７．０
麻 生 １９，２８８ １７．６ ８．３
太平百合が原 １７，０４０ ２２．７ １３．１
拓北・あいの里 ３２，６４０ １５．８ １５．６
篠 路 ３１，９０３ ２２．９ １３．５

東

区

鉄 東 ２０，５８７ １９．６ ９．０
北 光 ２４，０７６ ２１．０ ９．２
北 栄 ３７，１３４ １８．７ １１．９
栄 西 ２３，１６７ １９．９ １１．８
栄 東 ３３，９９９ １８．６ １３．８
元 町 ２６，５４１ １７．６ １３．０
伏 古 本 町 ３０，３９７ ２０．９ １３．２
丘 珠 １３，６０４ ２４．２ １２．６
札 苗 ３４，９８１ １９．４ １４．９
苗 穂 東 ８，６０１ １８．６ １２．４

白

石

区

白 石 ３８，６０２ １９．２ １１．２
東 白 石 ２９，１４９ １９．３ ８．８
東 札 幌 ２１，０３０ １７．２ １０．４
菊 水 ２３，１８４ １８．０ １１．１
北 白 石 ３５，７０３ ２０．７ １３．５
北 東 白 石 １９，５８６ ２０．６ １４．０
白 石 東 ２２，７５５ １７．９ １１．５
菊 の 里 １４，８９８ １７．７ １４．９

〈資料〉札幌市「札幌市の地域別人口」

（平成２３年４月１日現在）

区 まちづくり
セ ン タ ー 人口（人） 高齢者の割合（％）

年少人口の
割合（％）

厚

別

区

厚 別 中 央 ２６，９０５ １８．６ １０．７
厚 別 南 ３６，８９９ １８．５ １１．８
厚 別 西 ２３，２５３ １７．７ １３．６
も み じ 台 １７，３２６ ３３．１ １１．４
青 葉 ８，６２８ ３５．６ ７．９
厚 別 東 １６，４７９ １９．６ １４．０

豊

平

区

豊 平 ２３，６６０ １８．７ ９．２
美 園 ２０，２１４ １７．６ １０．２
月 寒 ３５，６１７ １８．６ １２．４
平 岸 ２４，２６６ １８．１ ９．４
中 の 島 １２，９５６ ２１．１ ９．９
西 岡 ２８，６６９ ２５．６ １２．４
福 住 １６，１８８ ２１．９ １３．４
東 月 寒 ２１，２４３ ２２．７ １２．９
南 平 岸 ２８，３５１ １８．８ １１．０

清
田
区

北 野 ２２，７５２ ２５．５ １２．５
清 田 中 央 １９，０５７ ２０．３ １５．５
平 岡 ２３，０２１ １７．７ １４．２
清 田 １７，７３９ ２０．７ １１．９
里塚・美しが丘 ３２，６５３ １４．２ １４．８

南

区

真 駒 内 ２６，３０６ ２５．７ １１．４
石 山 １０，９７２ ２６．８ ９．７
簾 舞 ５，３８７ ２３．３ １１．４
藤 野 １９，６３５ ２６．５ １０．７
藻 岩 ３６，７２４ ２５．２ １１．１
藻 岩 下 ５，３４９ ２４．０ １１．７
澄 川 ２８，２７２ ２５．０ ９．６
芸 術 の 森 １０，８６４ ２４．１ １０．８
定 山 渓 １，４２５ ３４．２ ６．９

西

区

八 軒 １８，６１２ １９．１ １２．４
琴似・二十四軒 ３０，４２３ ２０．８ ８．２
西 町 ４３，１６２ ２０．５ １２．７
発 寒 北 １７，８９８ ２２．１ １２．２
西 野 ３６，７２０ ２６．５ １２．６
山 の 手 １９，６１８ ２０．０ １２．６
発 寒 ２８，２５９ １８．１ １２．７
八 軒 中 央 １５，７６３ ２１．６ １２．２

手

稲

区

手 稲 ７，７０４ ２４．３ １０．４
手 稲 鉄 北 ２６，９４１ ２４．０ １４．８
前 田 ２８，４１７ ２１．０ １１．０
新 発 寒 １８，４９４ １７．７ １２．５
富丘西宮の沢 ２５，２３３ ２０．２ １３．４
稲 穂 金 山 １７，６１５ ２１．７ １１．９
星 置 １５，６４４ １９．０ １２．２
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� 札幌市の平均世帯人員の推移
札幌市の１世帯平均人員は、平成２２年度は２．１６人となり、右肩下がりで推移している
ことが分かります。これは、高度経済成長期以降、３世代が同居する家族が減少し、子
あるいは孫の世代が独立して生活を営む「核家族化」が進行していることが背景として
あります。
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〈資料〉総務省「国勢調査」

� 札幌市の６５歳以上の単独世帯・夫婦世帯数の推移
核家族化の進行に伴い、札幌市の６５歳以上の高齢者の単独・夫婦世帯数は、どちらも
右肩上がりに増加しています。さらに平成７年度以降は、単独世帯が夫婦世帯の数を上
回り、一人暮らしの高齢者数が年々増加し、その増加率も上昇しています。近年社会問
題にもなっている孤立死増加の背景にもなっていると考えられます。
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〈資料〉総務省「国勢調査」
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� 札幌市外の転入・転出状況
札幌市外からの転入者数は、６５歳以上の高齢者世代において、年々増加傾向にありま
す。これは、生活の利便性や医療機関の数が多いことなど、他市町村から住環境面での
利点を求めた転入が考えられます。一方で市外への転出はおおむね減少傾向にありま
す。

年 齢
（ ５ 歳 階 級 ）

転 入 者 数 （人） 転 出 者 数 （人）

H２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年

総 数 ６６，７４５ ６６，４７１ ６３，０２１ ６５，８６２ ６３，６２９ ６０，３５７ ５７，５８７ ５５，６６７

� 年 少 人 口
（０～１４歳 ） ８，２８９ ８，１４４ ７，６０２ ８，６２６ ７，６６３ ７，３６６ ７，０８９ ６，６５４

� 生産年齢人口
（１５～６４歳） ５５，０５９ ５４，８７２ ５１，８２０ ５３，４９７ ５４，１７７ ５１，２７０ ４８，６０４ ４７，２５２

� 老 年 人 口
（６５歳以上） ３，３９７ ３，４５５ ３，５９９ ３，７３９ １，７８９ １，７２１ １，８９４ １，７６１

	 ６５～６９歳 ７７５ ８５８ ８３１ ８６５ ４９７ ５２４ ５３０ ４９９

 ７０～７４ ６９２ ６６２ ６４３ ６６２ ３７５ ２９０ ３６０ ３３９
� ７５～７９ ６８４ ６７８ ７１１ ７３４ ３３６ ２８４ ３４４ ３１６
� ８０～８４ ６２３ ６４５ ７４１ ７２３ ３０３ ２９１ ２７５ ２９９

 ８５歳 以 上 ６２３ ６１２ ６７３ ７５５ ２７８ ３３２ ３８５ ３０８

〈資料〉市長政策室政策企画部企画課

� 札幌市出生数の推移
女性一人あたりが、出産する子どもの総数を平均値で示した合計特殊出生率は、平成

２２年度で札幌市は１．０９となっています。これは全国平均と比べても低い値を示し、少子
化が進んでいることが分かります。少子化の進展は、同時に高齢化の伸び率を高めるこ
とに影響しています。

H１５年 １６年 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年

札 幌 市
出生数（人）

１４，９９９ １４，７４９ １４，１８４ １４，７３０ １４，４９８ １４，８４５ １４，５０６ １４．７３９

札幌市合計
特殊出生率（％）

１．０２ １．０１ ０．９８ １．０３ １．０２ １．０７ １．０６ １．０９

全 国 合 計
特殊出生率（％）

１．２９ １．２９ １．２６ １．３２ １．３４ １．３７ １．３７ １．３９

〈資料〉厚生労働省
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� 札幌市の要介護等認定の状況
札幌市の要介護等認定の状況を見ると、全体的に年々増加し、特に７５歳以上の後期高
齢者の要介護等の認定者数が顕著に増加しています。高齢者の増加を背景に、支援を必
要とする方も増加しています。
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〈資料〉札幌市

（各年３月３１日現在）
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� 札幌市の障がい者数
札幌市の障がい（児）者総数はおよそ１１万３千人となり、この数は全人口の約５．８％
にあたります。また、年代別に統計が公表されている身体障がい者の年齢区分に着目す
ると、６５歳以上の高齢者が全体の約６５％を占めています。

A
総人口

（H２３．４．１
現在）

身体障がい（児）者

（身体障害者手帳
交付者）

知的障がい（児）者

（療育手帳被交付者）

精神障がい者

（精神障害者保健
福祉手帳被交付者）

中 央
人 人 人 人

２２１，３４４ ８，６４６ ９５５ １，８５９
北 ２７９，０２９ １２，０９０ １，８７２ ２，４１８
東 ２５５，６７２ １１，５２４ １，９１１ ２，１８４

白 石 ２０４，７４９ ９，２２５ １，５８０ ２，００１
厚 別 １２８，６２８ ６，１９８ ９６２ １，０８８
豊 平 ２１２，５７９ ８，７５８ １，３２３ １，６９４
清 田 １１６，７６４ ４，４２３ ７１３ ６７５
南 １４５，４８０ ７，４３７ １，０７７ １，２５３
西 ２１１，２８６ ９，１１３ １，５６０ １，８８２

手 稲 １４０，０１１ ６，３２６ ９８４ １，０７２
総 数 １，９１５，５４２ ８３，７４０ １２，９３７ １６，１２６

〈資料〉札幌市障がい保健福祉概要（平成２３年度版）

身体障がい者年齢区分割合（平成２３年３月現在）

１７歳未満 １，６６６人
１８～６４歳 ２７，７５８
６５歳以上 ５４，３１６
合計 ８３，７４０
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２ 前計画における主な重点事業の成果と課題

� 市民がお互いに支え合う活動の充実 ～住み慣れた街でいつまでも安心して暮らすために～

地区社協の活動強化

地域の福祉活動計画づくり

成 果
○ モデル地区の東区北光地区では、地域
課題の把握と検討をもとに、課題解決に
向けた活動目標が定められ、新たな取り
組みとともにこれまでの事業がレベル
アップされました。
○ また、事業に伴って地域内連携が進
み、地域福祉活動の基盤強化が図られました。

課 題
● 地域の皆さんが主体的に計画づくりに参加するためには、座談会や福祉学習会など
の集まりが大切であり、北光地区での取組事例を伝えていく必要があります。
● より身近な町内会・自治会の自発的な企画や発案を活かせるような環境づくりの支
援を進める必要があります。

� 市民がお互いに支え合う活動の充実 ～住み慣れた街でいつまでも安心して暮らすために～

福祉のまち推進事業の充実

【福祉のまち推進事業（福まち）とは？】
福祉のまち推進事業は、市民の福祉活動への参加により、地域全体でお互いに支えあう環境を
整え、誰もが安心して暮らせる地域社会の実現を目的として、平成７年度から実施しています。
各地区社協に「地区福祉のまち推進センター」を設置し、見守り活動、声かけ・訪問活動、研
修会の開催、広報紙の発行、会食会の開催やサロン活動等、地域ごとに積極的に取り組まれてい
ます。市・区社協は、ボランティア活動の振興や PR活動を中心に事業を展開し、地区の活動を
支援しています。
地区福祉のまち推進センターは、平成２２年度には地区社協が設置されている８９地区全てに開設
されました。

地区福まち活動の強化／福まち活動者向け活動の手引きの作成

成 果
○ 福まち活動の基本となる個人情報の適切な取扱
いに関する理解促進が図られました。
○ 町内会・自治会を単位とした福祉活動の円滑な
推進を図る福祉推進委員会の設置に向けた取り組
みが加速しています。

【手引きの作成（H２１事業開始）】

H２１ 個人情報の取り扱い編 １５，６５０部
H２２ 福祉推進委員会の開設・活動編 １４，０００部

【主な取り組み】

「地域の福祉活動計画づくり検討会」の設置
計画の活動目標３本柱の設定
・見守り活動の拡充
・ふれあい訪問活動の充実
・災害時を想定した取り組み
訪問対象者の状況把握
福まち協力員へのアンケート調査

福まち活動の手引き
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課 題
● これらの手引き書が、町内会・自治会において、積極的に活用することができるよ
うな働きかけをする必要があります。
● 町内会・自治会での具体的な実践例等を収集し他地区へ情報提供する必要があります。

地区福まち活動の強化／ご近所パワーアップ事業・次世代リーダー養成研修の開催

成 果
［ご近所パワーアップ事業］
○ 町内会・自治会を中心に関係者が一堂に会し、専
ら地域福祉について話し合いを行うことにより、
地域の実態や福祉課題に対する共通認識をもつこ
とによって、地域力の向上につながりました。
○ ワークショップによる話し合いにより、町内会
・自治会相互の情報交換が深められました。
取り組み期間 地 区 名
H２０～H２１ 大通、屯田、平岡
H２１～H２２ 栄東、白石東、もみじ台
H２２～H２３ 美園、藻岩、山の手、手稲鉄北

［次世代リーダー養成研修の開催］
○ 地区福まち活動の次世代を担う活動者同士が集い、福まち活動の現状と将来展望の
理解、参加者同士の情報交換、先進的な活動等を学び、安定した継続的な福まち活動
を行っていくための人材の養成を図ることができました。

課 題
ご近所パワーアップ事業で取り入れた「ワー
クショップ手法」などのノウハウを、他地区へ
情報提供することにより、地域における新しい
担い手の確保を進める必要があります。

地区福まちの拠点の拡充と財政強化に向けた取り組み／地区福まち拠点の拡充

成 果
○ 平成２２年度までに全８９地区中６３地区まで設置が進みました。地域事情もあり拠点整
備は僅かながら増えている状況です。
○ 拠点を「ふれあい・いきいきサロン」にも活用
するなど、利用内容の充実も図られてきています。

課 題
さらに地域情報の収集に努め、福まち拠点の設置
に向けた働きかけを行うとともに、拠点の有効活用
を図り、福まちがより市民に近い存在となるような
支援を進める必要があります。

【次世代リーダー養成研修 参加者数の推移
（単位：人）】

年 度 H２０ H２１ H２２ 合計
受講者数 １７ ２０ １９ ５６

手稲鉄北地区におけるご近所パワーアップ事業の様子

【活動拠点設置の推移（単位：地区）】
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地区福まちへの幅広い市民の理解と参加促進／
福まちリーフレット・ポスターの作成 福まちウィーク事業の実施 福まち学習会の開催

成 果
［福まちリーフレット・ポスターの作成］
○ 市民啓発や福まち研修等に活用し、住
民理解が促進されました。
［福まちウィーク事業の実施］
・福まち活動写真・広報紙コンクール
○ 活動者の取り組みを賞賛し、地域活動
の士気を高めることができました。
○ 併せて、地域住民の活動である趣旨を
市民に理解いただく機会となりました。
・小学生の描く「人にやさしい福祉のまち
づくりポスター」作品展の開催
○ 児童だけでなく、その親も含めた地域
福祉に対する意識の醸成につながりまし
た。
［福まち学習会の開催］
○ 活動に対する理解を求め、参加を呼び
掛けることにより、福まち活動の担い手（人材）の拡大を図ることができました。

課 題
● 活動写真展・広報紙コンクールなどは、さらに市民に関心を持っていただくための
取り組みを検討する必要があります。
● 小学生のポスター展は、小学校への周知方法・働きかけの工夫を図り、市民への関
心喚起につなげる必要があります。

地域見守りサポーター制度／「地域見守りサポーター」養成講座の実施

成 果
○ これまで地域福祉に関わる機会が少なかっ
た企業や学生に対して、「見守り活動」を通
じてアプローチすることができました。
○ 見守り活動をより身近なものとして、幅広
く市民に普及・啓発することができました。

課 題
● 養成講座修了後の登録者を地区社協・福ま
ちなどの地域活動に結びつけるための仕組み
づくりを進め、地域の新しい人材の確保を図
る必要がます。

【受講者数（H２２事業開始）】

年 度 H２２
回数・受講者数 ３２回１，４１２人

【応募状況（H２１事業開始）】

年 度 H２１ H２２
作品数 １６３点 ２５９点

【応募状況（H２１事業開始）】

年 度 H２１ H２２
写 真 ７６点 ６９点
広報紙 ３５点 ３４点

作成物 作成数・活用方法

リーフレット
５，０００部、市民啓発及び研修
等に活用

ポスター
７００枚、公共機関、各種学校
等に掲示

【開催状況】

年 度 H２０ H２１ H２２
開催数 ５地区 ５地区 ５地区

受講修了証の携帯ストラップ「まもりん」
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� 市民がお互いに支え合う活動の充実 ～住み慣れた街でいつまでも安心して暮らすために～

ふれあい・いきいきサロンの普及と拡充

【ふれあい・いきいきサロンとは？】
「ふれあい・いきいきサロン」は、一人暮らしの高齢者・障がい者や子育て家庭等、日々の生
活に寂しさや不安を抱えている方々の孤独感の解消や生きがいづくり等を目的に、住民同士が身
近な地域において、日常的な交流や親睦を図るための「たまり場（サロン）」を創り上げていく
活動です。市・区社協は、サロン活動の普及のため、設立や運営の助言、活動費の一部助成等の
支援を行っています。

成 果
○ ホームページによる紹介、DVDの作成等により、サロン活動の理解や周知が図ら
れ実施団体が増加しました。
○ 民生委員や地域包括支援センター等の関係機関との連携ができ、町内会範囲での見
守り・安否確認活動の拡大にもつながりました。
○ 地域サロン（集いの場）実態調査により、市民に情報を提供することができました。

課 題
● 登録団体の詳細把握やサロン活動情報の収集
の仕組みづくりを進める必要があります。
● 新規サロン開設相談者とサロン活動実践者と
の橋渡しの機会、開催場所の開拓、世代間交流
の実現の促進などを進める必要があります。

� 市民がお互いに支え合う活動の充実 ～住み慣れた街でいつまでも安心して暮らすために～

福祉除雪サービス事業の充実

【福祉除雪サービス事業とは？】
福祉除雪サービス事業は、高齢者や障がい者世帯等が居住する住宅において、地域住民・団体
等の協力のもと、公道の道路除雪後の間口の固い雪等を除雪し、同時に声かけ・安否確認をして
もらうことで冬季間を安心して暮らしていただくことを目的に、平成１５年から実施しています。
市・区社協は、地域協力員の募集・発掘、利用世帯とのペアリング等を行っています。

成 果
○ 地域の企業のほかに、大学生に対して
地域協力員への働きかけを行い、活動者
が徐々に増えています。
○ 区社協による積極的な地域協力員の呼
びかけにより、登録者が増加しました。

課 題
不足している地域協力員の確保を図るために、学生
をはじめ若い世代の参加拡大に向けた取り組みを進め
るとともに、市民ニーズに対応する除雪内容の改善に
向けての検討が必要です。

【実施状況】

年 度 H２０ H２２
利用世帯 ４，１１８世帯 ４，１５７世帯

地域協力員数 ２，６２５人 ２，９０４人

【活動状況】

年 度 H２０ H２２
登録数 ３７３か所 ４５０か所
実施回数 ６，７１０回 ８，７４９回
参加人数 １０６，５６６人 １４０，２３８人

札幌大学での地域協力員説明の様子
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� 市民がお互いに支え合う活動の充実 ～住み慣れた街でいつまでも安心して暮らすために～

ボランティア活動の振興・普及の強化

【ボランティアセンターとは？】
多様化する福祉ニーズと高まるボランティア活動への期待に応えるため、昭和５４年度に市社協
にボランティアセンターを設置し、ボランティア活動の啓発、その人材発掘と研修、相談、登
録、需給調整、調査・研究等を行っています。区社協においてもボランティアセンターとしての
機能を発揮し、相談、登録、需給調整、研修等、ボランティア活動の拠点としての役割を担って
います。

団塊の世代のための福祉啓発事業／団塊がゆく研修会、フォーラム等の開催

成 果
○ 団塊世代向けのセミナーを実施し、ボランティア活動
の理解と促進を図りました。
○ ボランティア大学（札幌ときめき大学）の新設によ
り、ボランティア活動への市民参加が促進されました。
○ 様々な研修やフォーラムを企画・実施し、多種多様な
ボランティア活動の理解が広がり、活動者を増やすこと
につながりました。

課 題
研修修了生に、ボランティア活動に取り組んで
いただくため、市・区ボランティアセンターの
コーディネート機能を強化するとともに、新たな
ボランティア層を掘り起こすため、研修内容等を引き続き検討する必要があります。

災害ボランティアセンター設置・運営マニュアルづくり／マニュアルの作成

成 果
○ 札幌市での災害時におけるボランティアの受入体制を
まとめた「災害ボランティアセンター設置・運営マニュ
アルと概要版」をそれぞれ４０００部、８０００部作成し、配布
しました。
○ 災害支援ボランティア養成のほか、出前講座の実施に
より、市民への普及啓発が図られました。
○ 東日本大震災（H２３．３．１１）に伴う東北復興ボランティ
アバスの企画・運行により、災害ボランティアの活動を
支援しました。（８回３１８人参加）

課 題
札幌市・区災害ボランティアセンターの役割等について
引き続き普及・啓発をすすめるとともに、災害支援ボラン
ティアの養成、災害ボランティアセンターの運営に携わる
ボランティアの実務研修の継続的な実施が必要です。

【ボランティア登録者数】

年 度 H２０ H２２
個 人 ４７６人 １，０８５人

団 体
５３１団体
３０，４７０人

６７２団体
４２，８７０人

「札幌ときめき大学」の卒業生

災害ボランティアセンター設
置マニュアルと概要版

東日本大震災被災地でのボラ
ンティアバス参加者による復
興支援活動の様子
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「福祉教育」の推進／生徒向け福祉教育副読本、教員向け福祉体験アイディア集の作成

成 果
○ 小学校５・６年生向け「福祉教育副読本」の作
成・配布により、生徒の福祉に対する関心を高め
ることができました。
○ 教員向け「福祉体験アイデア集」を作成・配布
したことで、福祉教育を進める学校との連携が強
化され、総合学習での福祉の取り組みを拡大する
ことができました。
○ 総合学習等に、障がいのある方を講師として派
遣することで、障がいに対する理解がより一層深
まりました。

課 題
● 福祉教育現場の現状をさらに把握する
とともに、福祉教育に関する普及・啓発
を進める必要があります。
● 副読本及び福祉体験アイデア集が効果的に活用される機会の検討が必要です。

� 福祉サービスの利用者を支える活動の充実 ～住み慣れた街で自立して暮らすために～

高齢者・障がい者生活あんしん支援センターの運営

【高齢者・障がい者生活あんしん支援センターとは？】
高齢者や障がい者が、地域で安心して暮らすことを支援するために、福祉サービスの情報を提
供するとともに、福祉サービス苦情相談、障がい者あんしん相談、高齢者虐待相談をはじめ、適
切に制度が利用できるための総合的な福祉相談の窓口として、市社協内に開設しています。

日常生活自立支援事業 成年後見事業（法人後見）

成 果
［日常生活自立支援事業］
○ 事業チラシ（２１，０００部）及びパンフ
レット（２０，０００部）に加え、研修等にお
ける事業説明を展開したことにより事業
周知が進み、相談調整件数が大幅に増加
しました。
○ これに伴って、契約者数も増えました。
［成年後見事業］
○ 事業周知に伴い、市民や関係機関から寄せられる相談件数が、２年で５倍以上に増
加しました。
○ 身寄りがなく、判断能力のない方で、家庭裁判所が市社協を適任と判断した場合
に、法人として、後見人に就任する支援を始めました。

【発行部数】

生徒向け福祉教育読本
H２１ ３５，０００部
H２２ １５，５００部

教員向け福祉体験アイデア集 １０，０００部

【日常生活自立支援事業の実績】

年 度 H２０ H２２
相談調整件数 １０，２２９件 １７，００７件
契 約 者

（認知症高齢の方）
（障がいのある方）

２３０人
（１４５人）
（８５人）

２８３人
（１７７人）
（１０６人）

専門員数 ６人 ７人
生活支援員登録数 ３７２人 ３８３人

生徒向け「福祉教育副読本」と教員
向け「福祉体験アイデア集」
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課 題
● 権利擁護に関する市民への啓発は十分とは言えず、市
民並びに関係機関への事業周知を図る必要があります。
● 身近な窓口設置など相談機能の強化と、契約者の増加
に対応した専門員の適正な配置を目指します。
● 認知症高齢者や障がい者など、判断能力の低下により
支援を必要とする方々が増加しており、成年後見制度に対する市民の理解と関心を広
めるための普及啓発をさらに進める必要があります。

福祉サービス苦情相談 障がい者あんしん相談 高齢者虐待相談

成 果
○ 福祉サービス苦情相談では、相談に対して
事業所等への説明や助言を行い、適切な苦情
解決を図りました。
○ 障がい者あんしん相談では、障がいのある
方の不安や困りごとに対し、適切な助言を行
うとともに、法律相談により人権や金銭トラブル等の法的解決を図りました。
○ 高齢者虐待相談では、虐待に関する通報等を受け、緊急性の高いものについては、
直ちに行政機関につなぎ、虐待問題の解決を図りました。

課 題
● 各種相談が市民にとって、より利用しやすい相談体制となるよう整備を進める必要
があります。
● より専門的な相談に対応するために各種相談機関との連携強化を図る必要があります。

� 福祉サービスの利用者を支える活動の充実 ～住み慣れた街で自立して暮らすために～

低所得世帯等への支援の推進

成 果
○ 経済不況等の理由による生活課題に対応し
た個別相談と関係機関への情報提供等の支援
を行いました。
○ 行政等の関係機関との連携協力による経済
的自立支援に伴う資金の貸付を行いました。

課 題
● 長引く不況により、生活困窮者が増加してお
り、貸付相談を通じての経済的自立を支援するた
め、市民への各種貸付資金制度の周知をさらに進
める必要があります。
● 関係機関との連携を強化し、総合的な相談支援
をさらに進める必要があります。

【成年後見事業の実績】

年 度 H２０ H２２
相談調整
件数 ５８件 ３１５件

法人後見
就任数 ２件 ３件

【各種相談事業の実績】

年 度 H２０ H２２
福祉サービス苦情
相談 ４０３件 ３９３件

障がい者あんしん
相談（法律相談）

２，２９３件
（２５件）

２，１９２件
（１３件）

高齢者虐待相談 ６１件 ４６件

【貸付件数】

年 度 H２０ H２２
生活福祉資金 ２４８件 １，１０８件
応急援護資金 １４９件 ９５件

生活福祉資金と応急援護資金の案内チラシ
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� 協働とネットワークの強化 ～力をあわせる仕組みをつくるために～

広報・啓発活動の充実強化

成 果
○ 企業貢献や地域の福祉情報を広報紙で周
知するとともに、ホームページを改良し、
利用機能を強化したことでアクセス数が増
加し、周知・広報活動の強化につながりま
した。
○ 「さっぽろの社協」概要版を新たに作成
し、社協活動の理解を広げました。
○ 情報センターでは、市民並びに関係者か
らの要望に沿った福祉専門図書を充実させ
ました。

課 題
関係機関・団体との連携や周知方法を工夫
するとともに、市民の要望に対応できるよう
な情報の収集及び提供方法を検討する必要が
あります。
また、情報センターにおける情報発信のあり方についても検討する必要があります。

障がい者関係団体とのネットワークの強化

成 果
○ 各区で自立支援協議会地域部会に参画した
ことで、関係団体等との連携強化が図られま
した。
○ 障がい者講師等派遣事業の実施により、障
がい者を講師として養成し、企業、学校、町
内会、福まち等に派遣することで、福祉教育
の一役を担っていただく仕組みを作りまし
た。

課 題
出張研修の依頼先について、学校が約７割を
占めているため、企業や町内会等の地域団体に
も PRを強化し、障がいの理解を広める必要が
あります。
また、学校からの依頼が多い、視覚、車い
す、聴覚以外の知的や精神、内部障がいのある
方々の養成にも力をいれていく必要がありま
す。

【ホームページアクセス数】

年 度 H２０ H２２
ホームページ
アクセス数 ５９，３４０件 ８２，０９０件

【情報センター資料数】

年 度 H２０ H２２
図書資料数 ３６，９８６冊 ４０，８１３冊

【H２２障がい者講師養成講座】

講座開催数 参加者数
全７回 １７人

【H２２障がい者の講師派遣】

派遣回数 受講者数
２８回 １，４５１人

さっぽろの社協概要版

障がい者講師等派遣事業PR講演会の
様子
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